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1．はじめに 

東日本大震災を契機に、①安定供給の確保、②電気料金の最大限の抑制、③事業者の

事業機会及び需要家の選択肢の拡大を目的とする電力システム改革が進められる中、更な

る競争の活性化を進めるとともに、環境適合、再生可能エネルギーの導入拡大、安定供給等

の公益的課題に対応するための方策について、電力システム改革貫徹のための政策小委員

会（以下「貫徹小委員会」という。）において、議論がなされてきた。貫徹小委員会において創

設が提言された 5 つの市場（ベースロード市場、間接オークション・間接送電権市場、容量

市場、需給調整市場、非化石価値取引市場）等の詳細制度設計については、制度検討作業

部会1（以下「本作業部会」という。）において検討が進められ、各市場における取引が開始さ

れている。 

 これまで、本作業部会においては、各市場の運用開始に向けて制度設計を進めるとともに、

運用を通して顕在化した課題や電気事業を巡る環境変化を踏まえ、適時制度の見直しを行

ってきた。 

本作業部会での討議内容については、定期的にとりまとめのうえ、パブリックコメント手続

を経て公表しており、本稿は 22回目の中間とりまとめとなる。 

エネルギーを取り巻く情勢が大きく揺れ動く中、我が国の国民生活や経済活動を支える電

気の安定供給をいかにして実現できるか、改めてその公益的課題に正面から向き合うことが

求められている。本作業部会は、引き続き、国内の社会・経済動向、国際情勢の変化に機敏

に対応し、各市場制度について不断の見直しを行うとともに、新たな制度の検討についても

取り組んでいく。 

  

 
1 本作業部会は、2017年 3月に総合資源エネルギー調査会電力・ガス基本政策小委員会（以下

「基本政策小委員会」という。）の下に設置されたものである。 
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2．市場整備の方向性（各論） 

2．1．長期脱炭素電源オークション 

（１）背景 

長期脱炭素電源オークション（以下「本制度」という。）は、発電事業者の投資回収の予

見性を確保することで脱炭素電源への投資を着実に促すことにより、2050年カーボンニュ

ートラルを実現し、需要家に対して、脱炭素電力の価値を提供するとともに、中長期的な観

点から安定供給上のリスクや価格高騰リスクを抑制する。すなわち、発電事業者の予見可

能性確保と需要家の利益保護を同時に達成することを目的として、2023年度より開始され

た。 

第２回入札は 2025年 1月に実施され、2025年 4月には、第２回入札の結果が以下の

とおり公表された。 

こうした第２回入札の結果も踏まえ、第３回入札に向けた検討として、制度の在り方の検

討を行った。 

本中間とりまとめでは、その検討結果をとりまとめる。 

 

（参考図 1）第２回入札の募集量と落札容量と約定結果 
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（２）第３回入札に向けた制度の見直し 

①第 7次エネルギー基本計画 

2月 18日に閣議決定された第 7次エネルギー基本計画では、脱炭素電源への投資環

境整備として、以下のような記述がなされたことを踏まえ、第３回入札に向けた制度の見直

しについて、検討を行った。 

Ⅴ．２０４０年に向けた政策の方向性 

３．脱炭素電源の拡大と系統整備（１）基本的考え方 ③ 事業環境整備・市場環境整備 

 電源投資を取り巻く足下の環境を踏まえると、インフレや金利上昇などの要因により、

今後も電力分野の建設コストは上昇していく可能性がある。特に、大型電源については

投資額が巨額となり、総事業期間も長期間となるため、収入と費用の変動リスクが大き

く、電力自由化を始めとする現在の事業環境の下では、将来的な事業収入の不確実性

が大きい。こうした中では、長期の事業期間を見込む投資規模の大きな投資や、技術開

発の動向、制度変更、インフレ等により初期投資や費用の変動が大きくなることが想定

される投資については、事業者が新たな投資を躊躇する懸念がある。 

 そのため、これらのリスクや懸念に対応し、脱炭素電源への投資回収の予見性を高

め、事業者の新たな投資を促進し、電力の脱炭素化と安定供給を実現するため、事業

期間中の市場環境の変化等に伴う収入・費用の変動に対応できるような制度措置や市

場環境を整備する。  

４．次世代エネルギーの確保／供給体制 （２）水素  

 電力分野については、大量の水素需要が見込めることから水素利用拡大のために引

き続き重要であり、燃焼器の技術開発や発電の実機実証を着実に進めていく。また、長

期脱炭素電源オークションにおいて、第２回入札から、水素・アンモニアの燃料費のう

ち、固定的な支払部分を支援対象に追加したが、上限価格の引上げ等を含め、更なる

制度対応の必要性も継続的に検討しつつ、着実な社会実装を進めていく。  

６．ＣＯ２回収・有効利用・貯留 （２）ＣＣＳ  

 今後、諸外国の支援措置や「先進的ＣＣＳ事業」を通じて得た知見等を踏まえ、我が国

の地理的状況やエネルギー政策の方向性に合致する形で、継続的なコスト低減や事業

者間競争を促す視点も含めて、事業者によるＣＣＳ事業への投資を促すための支援制

度を検討していく。その際、ＣＣＳの分野別投資戦略を踏まえた投資促進策の検討や、Ｇ

Ｘ－ＥＴＳやＪ－クレジット、長期脱炭素電源オークションなど他の制度との連携、エネル

ギー・ＧＸ産業立地の議論との連携を考慮していく。 

Ⅵ．カーボンニュートラル実現に向けたイノベーション ２．各論 （３）次世代電力ネットワ

ーク（系統・調整力） 

 加えて、蓄電池等の蓄電技術の向上に取り組むとともに、再生可能エネルギーの普及

拡大が進むにつれて必要性が高まると考えられる長期エネルギー貯蔵を特徴とする電

力貯蔵システム（ＬＤＥＳ）の導入も目指す。 
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②対象 

（a） CCS付火力 

（a-1） 第３回入札での対象への追加 

CCS付火力2は、第 2回入札では応札案件が想定されないこと等を踏まえ、対象外

と整理していた。 

第 3回入札では、既設火力を CCS付火力に改修することを検討中の事業者も存

在することから、「既設改修案件」を対象とする方向で、具体的な制度の中身について

検討を行った。 

なお、新設・リプレース案件については、引き続き応札案件が想定されず、リクワイ

アメント等を検討することが困難であることから、第 3回入札でも対象外とし、将来の検

討課題とした。 

また、既設バイオマス火力を CCS付火力に改修する案件（BECCS）については、バ

イオマス部分の kWは基本的に FITによる支援を受けており、本制度を活用しようとす

る案件は現時点では想定されないことを踏まえ、当面の間、本制度では対象外とし、本

制度における優先順位としては、まずは石炭・LNG部分の kW3を CCS化していくことを

優先することとした。 

 

（参考図 2）第３回入札の CCS付火力の対象 

  

 
2 燃焼排ガスからの回収（Post-Combustion）が前提。燃焼前 CO2回収（Pre-

Combustion）は、ブルー水素発電として整理。 
3 石油火力も案件が想定されないため、現時点では対象外とした。 
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（a-2） 最低 CO2回収率 

本制度では、脱炭素電源を対象としていることから、本来、脱炭素技術による専焼

の発電所のみを対象とすることが望ましい。しかし、水素・アンモニアは、技術的な課題

等を踏まえ、いきなり「専焼」から導入していくのではなく、まずは「混焼」から進めていく

こととしている（水素は 10％、アンモニアは 20％）。一方で、バイオマスは、技術的な課

題等が存在しないため、「専焼」のみを対象としている4。 

 CCS付火力は、技術的には 100％に近い CO2回収率を実現することは可能だが、

既設火力を改修して CCS化する場合は、敷地条件により CCS化に必要な設備（CO2

の分離回収設備や蒸気供給用のボイラー等）の設置に制約が生じる場合があること等

を踏まえれば、100％の CO2回収率を求めることは適切ではない。 

一方で、あまりに低い CO2回収率を許容するのは、脱炭素化を促進する制度とし

て望ましくないことから、技術的制約のある水素・アンモニアの最低混焼率（水素 10%、

アンモニア 20%）と同程度の CO2回収率を求める観点から、20%以上、かつ、当該電源

で最大限 CO2を回収・貯留する前提（エネ庁が応札前に確認）である定格出力時にお

ける回収率を求めることとした。 

その上で、他の火力電源と同様に、2050年に向けた脱炭素化ロードマップの提出

を求め、その実現への取り組みを求めることとした。 

 

（参考図 3）CO2回収率の定義 

 

（a-3） 対象とする kWの範囲 

既設火力を水素・アンモニア混焼に改修する案件は、「全体の kW×新たに生じる水

素・アンモニアの混焼率」を本制度の対象としている。 

既設火力を CCS付火力に改修する案件は、以下の点を踏まえ、「化石燃料部分の

kW（送電端）×新たに生じる CO2回収率」を本制度の対象とした。 

➢ 改修前でも、既に一部の kWが水素・アンモニアにより脱炭素化され、CO2を排

出しない kW部分が存在する場合がある。 

➢ 前述のとおり、バイオマス部分の kWは対象外としている。 

➢ 石炭とバイオマスを混焼する電源において CCSを行う場合は、高度化法の整理

も踏まえ、石炭から発生する CO2を回収する整理とする。 

 
4 これは、kW（設備）の整理であり、kWh（燃料）は 7割を脱炭素燃料で発電するリク

ワイアメントを課している。 
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（参考図 4）対象とする kWの範囲 

 

（a-4） 最低応札容量 

最低応札容量は、水素・アンモニアと同様に、既設火力の改修案件は 5万 kW とし

た。 

（参考図 5）第 2回入札における脱炭素電源の最低応札容量 

 

（a-5） 最低応札容量 

供給力提供開始期限は、水素・アンモニアと同様に、11年（アセス済みの場合は 7

年）とした。 

（参考図 6）第 2回入札の供給力提供開始期限 
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（a-6） 年間 CO2貯蔵率リクワイアメント 

水素・アンモニア混焼では、起動停止中や出力変更時は水素・アンモニアを混焼す

ることが困難であることや、設備利用率が想定外に上昇した場合に水素・アンモニアを

機動的に追加調達することが困難であることを踏まえ、水素・アンモニア部分の kWで

燃焼する燃料のうち、年間で７割以上は実際に水素・アンモニアを使用する「年間最低

混焼率リクワイアメント」を課し、これを下回る場合は容量確保契約金額について１・２

割の減額を行うペナルティを設定している。 

CCS付火力が CO2を排出しない電源（脱炭素電源）として評価されるためには、発

電に伴って発生した CO2排出量を実際に貯蔵することが必要であり、発電事業者がト

レーサビリティ含めて貯蔵に責任を持つことを担保するため、年間の CO2貯蔵率に対

してリクワイアメントを課すこととした。 

ただし、起動停止中は CCSを行うことが困難であることや、貯留地ポテンシャル及

びバリューチェーンが限定的である黎明期においては、貯留地開発状況等が CO2貯

蔵率の制約になり得る。 

このため、（水素・アンモニアと同様に、）対象 kWから生じる CO2発生量のうち、年

間で７割以上は実際に CO2を貯蔵まで行うことを求め、これを下回る場合は容量確保

契約金額について１・２割の減額を行うペナルティを設定した。 

 

（参考図 7）年間 CO2貯蔵率の定義とペナルティ 
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（参考図 8）CCSを行う際の概念図 

 

 

（a-7） 他の支援制度との関係 

水素・アンモニアへの支援制度は、本制度の他に、「価格差に着目した支援制度」

や「拠点整備支援制度」があるため、各制度において支援が重複しないような様々な

調整措置を講じているところ。 

CCSについては、本制度の他に、「ＣＣＳ事業への投資を促すための支援制度（以

下「CCS支援制度」という。）」を検討中だが、両制度において支援が重複しないよう

に、CCS支援制度の支援対象及び基準価格には、本制度の支援範囲の費用を含め

ないこととしている。 

このため、水素・アンモニアと同様に、以下の調整措置を講ずることとした。 

➢ （CCS支援制度での支援が決定していない場合）、本制度での落札に伴う契約

締結後、3年以内に CCS支援制度の適用を受けることが決まらない場合又は

支援金額が支援予想金額よりも低くなった場合に、当該事由により市場退出を

するときは、不可抗力事由として取り扱い、市場退出ペナルティを課さない。 

➢ 本制度での落札に伴う契約締結後、3年以内に CCS支援制度の適用を受ける

ことが決定すれば、その時点から供給力提供開始期限のカウントを開始。 

 

（a-8） 同時落札条件付き入札 

近隣の複数のプラントにて共用設備を建設する場合、片方の電源が非落札となれ

ば、共用設備の投資判断が困難となる可能性があるため、同時落札条件付の入札を

行うことが可能とされている。 

CCS付火力においても、CO2液化・荷役設備（コンプレッサー、貯蔵タンク、ローデ

ィングアーム他）や輸送・貯留設備については、近隣の複数プラントで共用することが

考えられることから、同時落札条件付の入札を可能とした。 



 
 

12 

 

また、その他の共用設備についても、今後は限定することなく、同時落札条件付の

入札を可能とした。 

 

（参考図 9）CCS付火力における共用設備 
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（b） 水素・アンモニア・CCS 

（b-1） 混焼率・CO2回収率を向上させるための投資 

本制度等により火力発電所の一部の kWを水素・アンモニア混焼又は CCS付にし

た後に、本制度に参加して、混焼率や CO2回収率を向上させるための改修投資を行

う場合が想定される。 

この場合、混焼率や CO2回収率の増加率が小さい改修投資案件まで本制度に参

加することを認めた場合、非効率な投資を支援する可能性があることから、最低混焼

率と同様に、水素は+10％以上、アンモニア・CCSは+20％以上5の混焼率・CO2回収

率の増加を伴う改修投資案件に限り、本制度の対象とすることとした6。  

 

また、初回・第 2回において、「価格差に着目した支援制度」や「拠点整備支援制

度」（以下「両支援制度」という。）を活用することを前提に、既設の火力発電所の一部

の kWを水素・アンモニア混焼に改修する案件として落札し、第 3回において（両支援

制度の活用を前提とせず）上記のとおり混焼率を向上させるための投資案件として落

札する場合が考えられる。 

この場合、両支援制度の両方若しくは希望する片方の制度の適用を受けることが

決まらない場合又は支援金額が支援予想金額よりも低くなった場合には、初回・第 2

回で落札した投資自体が困難となるだけでなく、第 3回において落札した投資も困難と

なる場合が想定されることから、当該事由により市場退出をするときは、不可抗力事由

として取り扱い、市場退出ペナルティを課さないこととした。 

 

（b-2） 専焼の範囲 

第 3回入札では、アンモニア専焼の新設・リプレースを新たに対象に追加し、上限

価格も設定している。一方で、アンモニア「専焼」ではないものの、定格出力で「9割以

上」をアンモニア燃料で発電できるような新設・リプレース案件7も想定される。 

こうした案件は、能力的に専焼に近い段階まで到達していることや、過去の本会合

でも「完全に脱炭素化することを考えると急激にコストが上がるので、少し柔軟性を持っ

て、厳格に脱炭素といいすぎない方が良い」といった御意見があったことを踏まえれ

ば、リクワイアメントは専焼と同じ内容を求める8ことを前提に、専焼案件として本制度に

参加することを認めることとした。 

こうした扱いは、アンモニアに限らず水素も、新設・リプレースに限らず既設改修も、

同様の扱いとした。  

 
5 CCSは、20％以上かつ最大限。 
6 上限価格は、既設改修案件の上限価格で共通とする。 
7 数％は化石燃料で混焼する。 
8 全体の kWをアンモニア kWとして扱い、例えば、年間の混焼率リクワイアメントで

は、年間設備利用率 40％までは、全 kWhの７割以上をアンモニア燃料で発電する必要。 
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（c） 長期エネルギー貯蔵システム 

（c-1） 第３回入札での対象への追加 

系統から電気を受電してエネルギーとして貯蔵し、再度、系統に電気を逆潮する技

術としては、既に「揚水発電」 や「蓄電池」が本制度の対象となっている。 

これらと同様の機能を有する新技術として、長期エネルギー貯蔵を特徴とする電力

貯蔵システム（LDES：Long Duration Energy Storage）が存在する。 

LDESは、低コストで長時間容量のエネルギーを貯蔵可能・慣性力を提供可能とい

った特徴を有し、再エネ普及拡大に伴い必要性が高まる技術であり、第 3回入札以降

の応札が想定される。 

このため、第 3回入札では、「長期エネルギー貯蔵システム」として、「揚水」と同じ

競争条件（募集上限、上限価格、最低応札容量、調整係数等9）で、対象に追加するこ

ととした。 

（参考図 10）長期エネルギー貯蔵システムの種類10 

 

 

 
9 供給力提供開始期限は蓄電池と同じ 4年。 
10 第５回 定置用蓄電システム普及拡大検討会 2025年 1月 30日 資料３より抜粋 
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（参考図 11）長期エネルギー貯蔵を特徴とする電力貯蔵システム（LDES）の例 
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③募集量 

（a） 脱炭素電源の募集量 

第 2回入札の脱炭素電源の募集量は、初回入札の応札容量が募集量を大幅に超

えたことや、「既設原発の安全対策投資」等を対象に追加したこと、今後 10年間の電

力需要の想定が大幅増になったことを踏まえ、500万 kW（応札容量ベース）とした。 

第 2回入札の応札容量は、募集量の約 2.5倍となる 1230万 kW となり、募集量を

大幅に超えた。 

また、 本年 1月に広域機関が公表した今後 10年間の電力需要の想定は、データ

センターや半導体工場の新増設等により、昨年公表の想定よりも需要が伸びていく想

定となっている。 

一方で、第 3回入札では、上限価格の閾値を 20万円/kW/年に引き上げる等、国

民負担にも影響しうる制度変更も検討しているところ。 

これらの点を踏まえ、第 3回入札の募集量は、第 2回入札と同様に 500万 kW とし

た。 

（参考図 12）今後 10年間の電力需要の想定 

 
 

（b） 脱炭素電源の募集量のうち、「脱炭素火力」「蓄電池・揚水」「既設原子力の安全対

策投資」の募集上限 

第２回入札では、「既設火力の改修案件」と「蓄電池・揚水」と「既設原発の安全対策

投資」について募集上限を設定した。 

第３回入札では、後述のとおり、水素・アンモニア・ＣＣＳの上限価格を閾値 20万円

/kW/年に関わらず、導入が可能となる水準まで引き上げる前提として、「既設火力の

改修案件」の募集上限は撤廃し、「脱炭素火力（水素・アンモニア・ CCS）11」について

募集上限を設定することとした。 

「脱炭素火力」の上限価格（後述のとおり）の平均は 40万円（閾値 20万円/kW/年

の約２倍）とする中で、需要家負担にも配慮し、脱炭素火力の募集上限は 50万 kW12

（第 2回入札の既設火力の 募集上限 100万 kWの半分。応札容量ベース。）とした。  

 
11 新設・リプレース・既設改修の全て。バイオマスは含まない。 
12 新設案件は、脱炭素部分の kWでカウント。落札電源の総容量が脱炭素電源の募集量に

達しない場合も、脱炭素火力は募集上限まで。 
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また、こうした募集上限を設ける中で、できるだけ政策的意義及び実現可能性の高

い案件間での競争を担保するため、燃料サプライチェーン13や CO2輸送貯留に係る事

前審査を行うこととした。 

 

（参考図 13）脱炭素火力の上限価格と募集上限 

 

 

「蓄電池・揚水・LDES」については、初回・第 2回ともに、募集上限を上回る落札容

量となった（初回：募集上限 100万 kW⇒落札容量 166.9 万 kW。第 2回：募集上限

150万 kW⇒落札容量 173.1万 kW）ことを踏まえ、第 3回では募集上限を 80万 kWに

減少させることとした。 

なお、蓄電池の運転継続時間３時間以上 6時間未満の案件は、本制度の適用を受

けずに導入されている案件も一定数あることや、再エネ導入拡大や出力抑制拡大に伴

い長時間の運転継続ができる案件の導入を促進する必要性が高まっていることを踏ま

え、運転継続時間が 6時間以上の案件に限定して募集することとした。 

また、６時間以上の案件については、以下の点を考慮し、「揚水のリプレース案件と

リチウムイオン蓄電池の案件」の募集上限と「揚水の新設案件とリチウムイオン蓄電池

以外の蓄電池と LDESの案件」の 募集上限を別々に設定することとし、それぞれ 40

万 kW とした。 

➢ 初回・第 2回では、揚水のリプレース案件と蓄電池の案件（リチウムイオン蓄

電池が大宗を占めるものと考えられる）が落札したが、エネルギーセキュリティ

等の観点から、特定技術に過度に依存するのは望ましくない。 

➢ 揚水や LDESの寿命は、リチウムイオン蓄電池に比べて長いものが多く（次頁

参照）、一度建設されれば、長期間にわたって供給力が提供されることが期待

される。 

 
13 水素・アンモニアの案件については、別の審議会で事前審査の要件を検討し、事業者が

その要件に対応した上流案件を形成するための準備期間を設けるため、第 4回入札から事

前審査を行う。 
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➢ 特に、揚水の新設案件は、慣性力やブラックスタート機能等の多機能を有する

メリットを有するが、 揚水のリプレース案件や蓄電池の案件よりも建設費の金

額規模が大きく、上限価格も差別化して高く設定14している。  

 

（参考図 14）LDESの寿命、揚水と蓄電池の比較 

 

 

 
14 第 2回の上限価格：揚水（新設）10万円、揚水（リプレース）・蓄電池 5.6万円～9.3

万円 
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「既設原発の安全対策投資」については、第 2回では落札容量が 315万 kW とな

り、募集上限 200万 kWを大きく上回ったことを踏まえ、第 3回では募集上限を 150万

kWに減少させることとした。 

 

（参考図 15）第 3回入札の脱炭素電源の募集量の全体像 

 

 

（c） LNG専焼火力の募集量 

LNG専焼火力の募集量については、2023－2025年度の 3年間で 600万 kW とし

ていたが、初回オークションで募集量の大半が落札されたことや、電力需要が増加傾

向となる見通しが示されたことを踏まえ、400万 kWを追加募集することとしていた。 

具体的には、応札案件間の価格競争を促す観点から、2024・2025年度のオークシ

ョンで 200万 kWずつ、合計 400万 kWを追加募集することとしていたところ。2025年

度オークションにおける LNG専焼火力の募集量については、 昨年の本部会における

整理の通り、200万 kW と設定した。 

加えて、2024年度オークションでは、追加募集分 200万 kWに初回の残余分約 24

万 kWを加えた、約 224万 kWを募集することとしていた。2024年度オークションでも、

約 93万 kWの残余が生じたところ、この残余分についても、2025年 度オークションで

あわせて募集することとした（合計募集量約 293万 kW）。 

なお、LNG火力については、第 7次エネルギー基本計画において、電源の脱炭素

化に向けたトランジションの手段として活用する必要があるとされており、需給バランス

の将来動向も見ながら、将来的な脱炭素化を前提とした新設・リプレースを一層促進す

ることとされている。 

今後の電力需要は、本年１月に電力広域的運営推進機関が公表した需要想定によ

ると、2033年度の最大需要電力が、昨年と比較して約 300万 kW上振れているなど、
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増加傾向が継続。供給力については、脱炭素電源や LNG火力の運転開始も見込ま

れる一方、老朽火力の休廃止は更に進展すると想定される。 

こうした状況を鑑みると、電力需給は予断を許さない状況が継続すると考えられる

ため、安定供給に必要な供給力を確保する観点から、2026年度オークション以降にお

ける LNG専焼火力の追加募集についても検討が必要である。 

具体的な募集容量は、上記の最大需要電力の増加に対応する追加供給力の確保

を念頭に、非化石電源の導入拡大を前提としつつ、更に安定供給に万全を期す観点

から、200～300万 kW/年程度の追加募集を基本としつつ、電力需要想定や、脱炭素

電源の導入状況など、2025年度オークション後の最新状況を見極めつつ判断すること

とした。 
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④入札価格の在り方 

（a） 事業報酬率 

本制度では、応札価格に算入できる事業報酬は、電源種一律で税引前 WACC5％

を上限としている。 

発電事業者からは、投資先として、建設リードタイムが短くリスクも小さい電源種と、

建設リードタイムが長くリスクも大きい電源種を比較した場合、後者への投資判断が困

難、との意見がある。 

こうした意見を踏まえ、「電源種毎」のリスクを定量化し、電源種毎に事業報酬率を

差別化して設定する方法も考えられるが、実際には電源種毎のリスクの定量化は非常

に難しい。 

一方で、「建設リードタイム」については、一般的には、長い期間を要する電源種の

方が、事業リスクは高くなる。 

また、事業報酬率が同じであり、建設リードタイムが異なる投資先の候補がある場

合、投下資本の早期回収の観点から、建設リードタイムが短い案件への投資が選択さ

れやすいが、これでは、建設リードタイムの長い案件への投資が促進されず、エネルギ

ーミックスの観点から望ましくない。 

したがって、多様な電源種への投資を確保するため、事業報酬率は 5%をベースとし

て、建設リードタイム（供給力提供開始期限）が 10年以上の長い案件15はリスクプレミ

アムとして 1%加算できることとし、5年未満の短い案件は 1%減じることとし、参考図 16

のとおりとした16。 

 

（参考図 16）電源種毎の事業報酬率 

 

  

 
15 電源種毎に事業報酬を設定するのではなく、実際の案件毎の建設リードタイムによって

事業報酬率を設定する方法も考えられるが、運転開始時期を無用に遅くするインセンティ

ブが働くことから、不適切。 
16 電源種毎の上限価格も、同じ事業報酬率（アセスが必要な電源種は高い方）で算定。 
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（参考図 17）電源種毎の供給力提供開始期限 

 

 

（b） インフレ、金利変動等への対応 

第 7次エネルギー基本計画では、大型電源については投資額が大きく、総事業期

間も長期間となるため、収入・費用の変動リスクが大きく、そのようなリスクに対応する

ための事業環境整備が必要とされた。 

エネルギー基本計画 

Ⅴ．２０４０年に向けた政策の方向性 

３．脱炭素電源の拡大と系統整備 

（１）基本的考え方 

③ 事業環境整備・市場環境整備 

 電源投資を取り巻く足下の環境を踏まえると、インフレや金利上昇などの要因によ

り、今後も電力分野の建設コストは上昇していく可能性がある。特に、大型電源につ

いては投資額が巨額となり、総事業期間も長期間となるため、収入と費用の変動リ

スクが大きく、電力自由化を始めとする現在の事業環境の下では、将来的な事業収

入の不確実性が大きい。こうした中では、長期の事業期間を見込む投資規模の大き

な投資や、技術開発の動向、制度変更、インフレ等により初期投資や費用の変動が

大きくなることが想定される投資については、事業者が新たな投資を躊躇する懸念

がある。 

 そのため、これらのリスクや懸念に対応し、脱炭素電源への投資回収の予見性を

高め、事業者の新たな投資を促進し、電力の脱炭素化と安定供給を実現するため、

事業期間中の市場環境の変化等に伴う収入・費用の変動に対応できるような制度

措置や市場環境を整備する。  
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現行制度では、落札価格は、１年毎に消費者物価指数（コア CPI）で物価補正を行

うこととしている。 

しかし、昨今のインフレによる建設費・金利の上昇や、為替の大幅な円安の状況を

踏まえれば、消費者物価指数（コア CPI）で物価補正を行うのは実情にそぐわず、事後

的な費用変動リスクへの対応として不十分な面がある。 

このため、事後的な費用変動リスクにきめ細かく対応するため、参考図 18のとお

り、応札価格に含まれる各費用について、各種指標で自動補正することとした17。 

 

（参考図 18）自動補正の指標 

 

 

自動補正は、参考図 19の計算式に則り、原則、各年度の期首に１回行うこととし

た。 

ただし、例えば、建設費はメーカーとの関係で固定額になっているケースや、金利

は銀行との間でプロジェクトファイナンスによって固定化されているケース等、補正の必

要性がなく、補正すること自体が逆にリスクとなる場合も考えられる。 

したがって、自動補正を行う費用項目18を選択できることとした。 

また、事業者間の公平性に鑑み、第 1回・第 2回入札の落札案件も、選択できるこ

ととした。 

 

  

 
17 調整後の価格が、上限価格を超えることは可。 
18 「建設費・廃棄費用・系統接続費」「運転維持費」「事業報酬（建設工事デフレータ

ー）」「事業報酬（金利）」「可変費」の単位。非選択項目は、自動補正なし。選択項目が１

つもない場合は、現状通り落札価格全体に CPIで補正を行う。応札時に選択して、以降の

変更は認めない。 
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（参考図 19）自動補正の計算式 

 

 

なお、水素・アンモニア・CCSの可変費は、後述のとおり、LNG・石炭の燃料代との

価格差部分に限定し、かつ、発電所の設備利用率４割分までを応札価格に算入できる

こととしたが、具体的には、参考図 20のとおり、応札時に応札価格を算定し、制度適

用期間における各年度で為替等で期首に自動補正（上げ下げ両方）を行うこととした。 

 

（参考図 20）可変費の自動補正の方法 

 

その上で、制度適用期間の各年度における可変費の自動補正は、参考図 21の計

算式19のいずれかを応札時に選択して行うこととした。 

 

  

 
19 これらの計算式は第３回入札に適用。今後、新燃料等の調達・契約条件の決定を踏ま

え、第 4回入札以降、必要に応じて計算式を追加。 
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（参考図 21）自動補正のフォーミュラ 
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（参考図 22）第 3回における燃料転売時の他市場収益の計算方法 

 

 

（参考図 23）第 1回・第 2回における他市場収益の計算方法 
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（c） 事後的な費用増加への対応 

事業者の帰責性がなく入札後にコスト（固定費）が増加した場合には、事業の継続

が困難となるような大幅なコスト増加が発生した場合に限って、必要な制度的対応を検

討することとしている。 

第十一次中間とりまとめ 

⑦事業者の帰責性がなく入札後にコストが増加した場合の対応 

 本制度では、⑥のとおり、入札時からの物価変動は、事後的に落札価格に反映す

るが、物価変動以外にも、入札価格に算入したコストが、落札後の様々な状況変化

によって、事業者に帰責性がない理由で増加又は減少することが考えられる。 

しかし、以下ような本制度の内容を踏まえると、事業者に帰責性がない理由であっ

ても、あらゆるコスト増加を事後的に落札価格に自動的に反映することは適切では

ない。 

(ア)競争入札によって落札電源を決定する仕組みであること、 

(イ) 建設費には予備費として 10%を織り込むことを認めていること、  

(ウ)事業報酬として税引前 WACC5%を織り込むことを認めていること、 

(エ)他市場収益の約１割は留保することを認めていること等 

ただし、コストが増加した場合には、その規模によっては事業の継続が困難とな

り、市場退 出を余儀なくされ、脱炭素化への投資が進まなくなる可能性もある。 

したがって、将来的に、何らかの状況変化によって、事業者の帰責性がない理由

で事業の継続が困難となるような大幅なコスト増加が発生した場合に限って、本制

度外でコスト増加の影響を緩和する措置が講じられているか否かも踏まえつつ、例

えば、再度本制度への入札を認めるなど、脱炭素電源への投資に係る長期予見性

を確保するという観点から必要な制度 的対応を検討することとした。 

 

一方で、昨年 9月の再エネ大量導入小委では、投資規模が数千億円単位になる洋

上風力発電について、収入・費用の変動リスクに対応し、電源投資を確実なものとして

いく必要性が大きいため、制度的対応の要否について検討を進めることとされ、その

後、価格調整スキームの導入等の措置が講じられた。 

本制度においても、物価変動や金利変動に対応するための自動補正スキームを導

入することとしているが、これに加えて、長期（建設期間が 10年超）かつ大規模（投資

額が数千億円規模）となる大型電源の新設・リプレース投資については、法令対応等

の他律的に発生する費用増のリスクも大きいものと考えられることから、当該リスクに

対応するための仕組みを導入することとした。 

具体的な制度措置の内容は、以下のとおりとした。 

➢ 対象：供給力提供開始期限が 10年以上となり、かつ、（建設費の多くが千億円

以上となる水準である）対象 kWの送電端設備容量ベースで 30万 kW以上の大
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型電源の新設・リプレース投資20。 

➢ 発動基準：「法令に基づく規制・審査、行政指導への対応に伴い、事業者にとっ

て他律的に発生する費用であり、発電事業者があらかじめ見積もることが困難

であった費用」が入札後に大幅に増加21し、事業者から申請があった場合 

➢ 手続：落札事業者からの申請に基づき、資源エネルギー庁・広域機関において

発動の必要性の有無の確認を行い、電力・ガス取引監視等委員会において増

加金額の監視を行う22。 

➢ 手段：監視を経て認められた増加金額（建設費は予備費として応札価格に算入

した金額（運開後は建設工事デフレーター補正後）を控除後）の９割（モラルハザ

ード防止やコスト効率化インセンティブ確保のため、１割は事業者負担）に限り、

次の手段にて回収を認める。 

 

（参考図 24）電源種毎の建設費の規模 

 

 

建設費が増加した場合、追加投資の金額が合理的に見積もることができた時点以

降で申請を行い、参考図 25のとおり落札価格を修正することとした23。 

 

 

 

 
20 物価・為替・金利等の自動補正と同様に、第 1回・第 2回の落札案件にも遡及適用。既

設の電源についても法令対応等の他律的に発生する費用増のリスクを抱えており、新設・

リプレースと同様に事後的な費用増加への対応措置を講じるべきとの意見もあった。 
21 建設費・制度適用期間に発生する運転維持費について、予備費として応札価格に算入で

きる「建設費の 10％（運開後は建設工事デフレーター補正後）」を超える増加が生じた場

合（複数事象により累積して超過した場合を含む）。単なる資材価格・人件費の高騰は、

物価補正をするため、対象外。 
22 手続・運用の簡素化の観点から、費用増加が発生した１つの事象毎に原則 1回（審査の

ように複数年に渡る事象はまとめて１回）の申請に限る。 

毎年の本制度の入札の事前手続の期間においてエネ庁・広域機関の審査を行い、毎年の本

制度の入札の価格監視の期間において監視委の監視を行う。 
23 申請時点では資本費と運転維持費の増加金額のみ確認・監視を行う。工事完了時点で追

加の落札価格を算定し（事業報酬の不必要な増加を防ぐ観点から、確認・監視を受けた建

設費の増加金額は全額、工事完了時点で発生したものとして扱い、翌年度以降に追加落札

価格が加算される前提で、追加の落札価格を算定。監視委が確認。）、その翌年度から新た

な落札価格で支払いを開始。 
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（参考図 25）落札価格の修正の方法 

 

 

運転維持費のみが増加した場合、申請が認められた時点の翌年度以降の制度適

用期間に渡り、当該増加金額分だけ、落札価格に反映することとした。（資本費、事業

報酬24、制度適用期間は変更無し。）   

ただし、事後的な費用増加を際限なく落札価格に反映することは、需要家負担への

影響の観点からも、望ましくない。 

このため、事後的な費用増加の落札価格への反映は、建設費は当初応札価格に

織り込んだ建設費（予備費を除く。運開後は建設工事デフレーター補正後）の 1.5倍を

上限とし、運転維持費は当初応札価格に織り込んだ運転維持費（申請時点の最新の

自動補正後）の年間あたり費用の 1.5倍を上限とした25。費用増加の状況（落札価格の

増加率）は、公表することとした。 

また、監視を経て認められた事後的な費用増加が生じた場合には、市場退出ペナ

ルティ無しで市場退出できることとし、再度本制度に参加することができることとした。 

 

（参考図 26）建設費の事後的な増加への支援範囲 

 

 
24 「事業報酬」は言葉の意義が明確でないため、今後は「資本コスト」に呼称を変更する

こととした。 
25 こうした上限を設けるため、監視委による増加金額の監視は、いわゆる「２倍の水準」

を超えない部分の監視と同様に行う。 
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（d） 原子力の廃棄費用 

応札価格に算入できる原子力の廃棄費用は、発電コスト検証の数値を元に、建設

費の 12%としていた。 

直近の発電コスト検証の数値を元に改めて計算すると、参考図 27のとおり、建設

費の 11%となっている。 

このため、応札価格に算入できる原子力の廃棄費用は、応札価格に算入する建設

費の 11％とした。 

 

（参考図 27）原子力の廃棄費用 

 

 

（e） 応札価格に含まれる設備等を利用して得た収入の他市場収益の計算上の扱い 

本制度の落札電源は、他市場収益の約９割を還付することとしているが、他市場収

益の計算における「他市場収入」は、これまでは「kWh収入」、「ΔkW収入」および「非

化石価値収入」としていた。 

一方で、応札価格に算入した設備や物品等を利用して、上記以外の収入（例：LNG

タンク26を第三者に利用させて得た収入、水素燃料を転売して得た収入）を得ることも

想定されることから、こうした収入についても他市場収益の計算における他市場収入に

算入することとした。 

また、応札価格に固定費を算入し、支援を受けていることに鑑みれば、過去の落札

案件にも適用して得られる収入の約９割を還付することを求める必要性・合理性はある

ものと考えられることから、初回・第 2回入札の落札案件にも適用することとした。 

  

 
26 当初から第三者と共有する予定の場合は、想定される利用比率等で按分して応札価格に

算入する。その場合は、自社割合部分を第三者に利用させた場合。 
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⑤上限価格 

（a） 閾値の引き上げ 

本制度では、電源種毎に上限価格を設定しているが、競争力のある電源同士の競

争を確保し、過度な国民負担の発生を防止するため、10万円/kW/年を上限価格の閾

値としている。 

初回入札では、募集量を大きく超える応札容量があったものの、蓄電池・揚水以外

の新設・リプレース案件の応札量・落札量は少なく、応札のあった全量が約定となった

ことから、新設・リプレース案件の投資判断を強く後押しする結果になったとは言い難

い。 

昨今のインフレによる建設費・金利の上昇や、為替の大幅な円安の状況を踏まえ、

応札価格は上昇していく可能性がある。 

 

（参考図 28）物価、金利、為替の変動状況 

 

こうした中で、第 2回入札における上限価格は、多くの電源種で閾値 10万円/kW/

年となっており、閾値の水準（10万円/kW/年）が低いため、応札数が低調となっている

可能性がある。 

このため、多様な脱炭素電源への新規投資を確保するべく、各電源種の補正前の

上限価格が一定程度網羅できるような水準として、上限価格の閾値を 20万円/kW/年

に引き上げることとした。 
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（参考図 29）第 2回入札の上限価格27 

 

（b） 水素・アンモニア・CCSの上限価格・可変費の支援範囲 

水素・アンモニア、更には第 3回入札から対象に追加する CCS付火力は、未だ黎

明期のエネルギーであり、費用回収を認める費用の範囲や上限価格について特段の

配慮を行わなければ導入が困難な面があることから、投資を促進するため、以下の A・

Bの措置を講じることとした。 

A) 水素・アンモニア・CCS付火力の上限価格は、（前述の）閾値 20万円/kW/年

に関わらず、（後述の）導入が可能となる水準まで引き上げる。 

B) 燃料費等の可変費も、固定的な負担部分に限定せず、応札価格に算入可能と

する。 

ただし、需要家負担にも配慮し、上記 A・Bの措置は以下の C・Dを前提とすること

とした。 

C) 応札価格に算入可能とする水素・アンモニア・CCS付火力の可変費は、 （水

素・アンモニアの価格差支援制度を参考として）LNG・石炭の燃料代との価格

差部分28に限定し、かつ、以下の点を考慮して発電所の設備利用率４割分29ま

でとする。  

➢ 足下の火力発電所の平均的な設備利用率は、石炭火力が 6割弱、LNG火

力が 4割強だが、将来 CP（炭素税）が一定の金額になれば、石炭火力と

LNG火力の可変費（メリットオーダー）が逆転する可能性。 

 
27 閾値補正前の数値（単位は万円/kW/年）を赤字で追記 
28 CCS付火力の可変費は、CCSを行うことで追加的に発生する部分。 
29 今後の応札状況や、設備利用率の動向も踏まえ、柔軟に見直していくことや、状況に応

じて追加措置などを検討いただきたいとの意見もあった。 
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➢ 設備利用率 5割分の可変費を支援対象とした場合、実際の設備利用率が

5割を切れば過剰支援となる。 

➢ 設備利用率 3割分の可変費を支援対象とした場合、燃料の上流案件として

の規模が小さくなり、案件形成が困難となるリスク。 

D) 水素・アンモニア・CCS付火力の募集上限を設け、第 2回入札の既設火力の

100万 kWの募集上限よりも量を絞る30。  

 

（参考図 30）水素の場合の可変費の支援範囲 

 

水素・アンモニアの上限価格は、（第 2回入札と同様に）国内固定費の値に加え、

直近の発電コスト検証（2025年 2月）における燃料費の諸元を基に、燃料費は「燃料

費全体（固定的な負担部分に限定せず、可変的な負担部分も含む。）から、LNG・石炭

の燃料費を控除した、価格差部分に限り、設備利用率 40％分」を算入する前提で、燃

料の製造方法毎（ブルー・グリーン）に上限価格の案を計算すると、参考図 31の※1

に記載の数値となる。 

第 3回入札における水素・アンモニアの上限価格は、第 2回入札と同様にグリーン

燃料の諸元をベースとして設定することとし、参考図 31のとおりとした。 

 

（参考図 31）第 3回入札の水素・アンモニアの上限価格 

 

 

 
30 具体的な量は、募集上限にて記載。代わりに、既設火力の募集上限は撤廃。 
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（参考図 32）第 3回入札の水素混焼の上限価格の計算方法 

 

（参考図 33）水素の国内固定費（燃料関連設備建設費）の試算 
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（参考図 34）水素の燃料費の試算 ※今回作成 

 

 

（参考図 35）アンモニアのコストカーブをベースとした場合の水素の価格 

 
 

（参考図 36）第 3回入札のアンモニア混焼の上限価格の計算方法 
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（参考図 37）アンモニア混焼の燃料費の試算  ※今回作成 

 

 

（参考図 38）アンモニアの燃料費の見通し価格 
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（参考図 39）第 3回入札の水素・アンモニア専焼の上限価格の計算方法 

 

 

（参考図 40）アンモニア専焼の燃料費の試算  ※今回作成 

 

 

発電コスト検証における CCS付火力のコストは、石炭と LNGで別々に算定されて

いるため、本制度における上限価格も石炭と LNGで別々に設定することとした。 

また、発電コスト検証における CCS付火力のコストは、船舶輸送とパイプライン輸

送の２パターンで算定されているが、両者の案件が競争してコスト競争力の高い案件

から導入していく観点から、コストが高い船舶輸送の諸元を用いて、１つの上限価格を

設定することとした。 
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具体的には、発電コスト検証の諸元に加え、公表されているデータ等を基に、参考

図 41のとおり、石炭と LNGで別々の上限価格を設定することとした。 

 

（参考図 41）第 3回入札のＣＣＳ付火力の上限価格 

 

（参考図 42）CCS付火力（既設石炭の改修）の上限価格の諸元 
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（参考図 43）CCS付火力（既設 LNGの改修）の上限価格の諸元 

 

 

（参考図 44）CCS付石炭火力（追設ボイラケース）の応札 kWの概念図 ※上限価格の前提 
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（参考図 45）CCS付石炭火力（抽気ケース）の応札 kWの概念図 ※上限価格の前提ではない 

 

 

（参考図 46）発電所、分離回収の設備利用率について 
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（c） バイオマス 

バイオマスは、水素・アンモニアのような黎明期のエネルギーではなく、FIT/FIP制

度等の支援により既に一定の導入が進んでいる状況であるため、本制度の原則的な

支援範囲も踏まえると、燃料費支援は必須ではない31。 

このため、第 3回入札におけるバイオマスの扱いは、燃料費支援は行わないことと

した。 

また、FIT/FIPの対象電源種の再エネの上限価格は、再エネのコスト低減インセン

ティブを削がない方法で設定することとしており、具体的には、原則 FIT/FIP制度の翌

年度（無い場合は直近）の上限価格をベースに、 本制度の当該年度の上限価格を設

定することとしている32。 

FIT/FIP制度におけるバイオマス（一般木質等）の直近（2024年度）の上限価格は

17.8円/kWhであり、これを換算すると、17.8円/kWh×8760×0.78＝12.1万円/kW/年

となる。ただし、これは燃料費も含まれる金額となるため、燃料費分を差し引くとより低

額とすることが適切だが、初回・第２回入札におけるバイオマスの上限価格よりも低い

値となることは公平性の観点で問題がある。 

これらを踏まえ、バイオマスの上限価格は初回入札と同水準とし、参考図 47のとお

りとした。 

なお、上限価格は閾値 20万円/kW/年未満であることから、新設・既設改修ともに、

募集上限の設定は行わないこととした。 

 

  

 
31 実際に、燃料費の支援が無かった第 1回入札でも 2案件が落札している。 
32 前述のとおり、上限価格の閾値を 20万円/kW/年に引き上げたとしても、FIT/FIPの上

限価格を上回ることはない、という整理自体は変わらない。 
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（参考図 47）バイオマスの上限価格33 

 

 

（d） 上限価格の一覧 

第３回入札における電源種毎の上限価格は参考図 48のとおりとした。 

なお、一部の電源種については、これからが導入の初期段階であることや、建設場

所等によってもコストが大きく変動し、コストの算定にあたって不確実性が伴うことか

ら、更に尤度を持たせるべきではないか等の意見があった。こうした意見を踏まえ、今

後の本制度における応札状況や、電源種毎のコストの実績及び見通し等を不断に確

認しつつ、必要に応じて上限価格の見直しを行っていく必要がある。 

 

  

 
33 本制度で支援対象とするバイオマスの燃料種は、FIT/FIP制度で対象となっているバイ

オマス種と同様としている（第 11次中間とりまとめ）。これは、将来の自立化が期待さ

れ、本制度においても支援する合理性がある燃料種についてのみ支援するためである。一

方で、本年 2月の調達価格等算定委員会が公表した「令和７年度以降の調達価格等に関す

る意見」では、同委員会における事業者団体ヒアリングにおいては、事業者団体から、一

般木質等（10,000kW以上）及び液体燃料（全規模）については、国際市場の需給や円安

等の影響を強く受ける性質があり、新規の案件形成が大きく進むとは考えにくいとの説明

もあったことや、2022年度以降、FIT/FIP制度における入札件数が０件である状況が続い

ていること等を踏まえ、一般木質等（10,000kW以上）及び液体燃料（全規模）は、2026

年度以降、FIT/FIP 制度の支援の対象外とすることとされている。これを踏まえ、本制度

においても、将来の自立化が期待され、脱炭素電源としての持続可能性が認められるバイ

オマス種に限って支援を行うべく、第 4回入札から、一般木質バイオマス・農産物の収穫

に伴って生じるバイオマス固体燃料、バイオマス液体燃料は、支援対象となるバイオマス

燃料から除外する。これについて、供給力不足リスクがある中で、脱炭素と供給力確保と

いう本制度の趣旨を踏まえた議論が必要ではないか、との意見があった。 



 
 

43 

 

（参考図 48）上限価格一覧 

 

 

（参考図 49）調整係数が考慮される電源種のエリア毎の上限価格 
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（参考図 50）上限価格の諸元 

 

 

（参考図 51）入札価格の監視における２倍の水準の諸元 
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⑥リクワイアメント・ペナルティ等 

（a） 年間混焼率リクワイアメント 

水素・アンモニア混焼では、水素・アンモニア部分の kWで燃焼する燃料のうち、年

間で７割以上は実際に水素・アンモニアを使用する「年間最低混焼率リクワイアメント」

を課し、これを下回る場合は容量確保契約金額について１・２割の減額を行うペナルテ

ィを設定している。 

前述のとおり、応札価格に算入できる水素・アンモニアの可変費を設備利用率 40％

分までに限定した場合、需給の状況によって実際の設備利用率が 40％以上に高くな

った場合には、水素・アンモニアによって発電できず、LNG・石炭で焚き増しを行わざる

を得ないことも想定される。 

このように、結果的に年間最低混焼率リクワイアメントを満たせない場合に、事業者

に対してペナルティを課すことは酷とも考えられる。 

このため、参考図 52のとおり、設備利用率が 40％を上回った場合には、その分、

年間最低混焼率リクワイアメントの内容も緩和することとした34。 

    

（参考図 52）年間混焼率リクワイアメントの内容 

 

 

（b） 脱炭素化ロードマップの審査 

火力電源に対して提出を求めている「脱炭素化ロードマップ」では、2050年の脱炭

素化に向けて、段階的に脱炭素化を進めていくプロセスについて記載することを求め

ている。 

これに関し、2022年 10月の第 8次中間とりまとめでは、既設火力の改修によって

導入される設備は、専焼化後も流用可能であることを踏まえ、既設火力の改修案件を

本制度の対象とした。 

こうした経緯に鑑みれば、例えば、既設改修を「水素混焼」で行う場合は、最終的に

電源全体を脱炭素化する姿も「水素専焼リプレース」や「水素混焼＋CCS」で行う、とい

 
34 応札価格に設備利用率４割未満の可変費しか算入しない場合も、同様のリクワイアメン

トを課す。水素専焼やアンモニア専焼も、同様とする。CCS付火力に対する年間 CO2貯

蔵率リクワイアメントも、同様とする。 
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うように、基本的に、既設改修のトランジション期の脱炭素技術と、2050年の CN達成

時の脱炭素技術に齟齬35がない必要がある。 

 

（c） 具備すべき調整機能の変更 

本制度に参加する揚水・蓄電池は、調整力として活躍することが期待される電源と

して、調整機能の具備を求めている。 

具体的な調整機能のスペックについては、グリッドコードとして規定することが重要

であるが、第２回入札まではグリッドコードでの要件化が未了であったことから、暫定的

な対応として、火力のグリッドコードで求められている調整機能を参照する形で定めら

れている。 

その後、第 16回グリッドコード検討会にて、揚水のグリッドコード要件化について整

理され、2025年 4月に系統連系技術要件が改定され、調整機能についても規定され

ている36。 

これにより、第３回以降の本制度における揚水の調整機能については、火力のグリ

ッドコードを参照する形から、揚水のグリッドコードを満たすものに変更することとした
37。 

また、蓄電池については、グリッドコードの検討中であるが、本制度においては揚水

とできる限り同じ条件で競争すると整理していることから、揚水のグリッドコードを参照

することとした。 

LDES（揚水・蓄電池を除く。）については、さまざまな方式がある中で、設備が火力

に類似する発電方式があることも踏まえ、 一旦は火力のグリッドコードを参照すること

とした。 

なお、制御回線に関しては、LDESも揚水・蓄電池と同様に、原則専用線の設置を

求めることとした38。  

 

  

 
35 今後、特定の脱炭素技術における技術革新等により、脱炭素化のプロセスを変更した方

が経済性を確保できる場合も十分に想定されるため、今後の状況変化によって柔軟な見直

しが可能となるよう検討いただきたいとの意見もあった。 
36 揚水の周波数調整機能については、2025年 4月改定以降に接続検討や契約申込する発

電設備から適用され、改定以前のものには適用されない。 
37 系統連系技術要件改定前に契約申込済みの電源は、火力の要件を参照した調整機能での

応札を認める。 
38 100MW未満のうち、光ケーブル回線で施工できない設備については、簡易指令システ

ムも認め、この場合、LFC機能は必須としない。 
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（参考図 53）揚水のグリッドコードにおける調整機能 

 

 

（d） 事業規律の強化 

本制度を通じて蓄電池の導入が急速に進みつつある中で、サイバーセキュリティの

観点での懸念が高まりつつある。このため、一層のサイバーセキュリティの確保を図る

ため、情報処理推進機構（IPA）の運用する JC-STAR ラベリング制度の★１の取得を

新たな要件とすることとした39。 

具体的には、バックドアの設置等を含むサプライチェーンリスクを通じたサイバー攻

撃等への対策が重要があることを踏まえ、蓄電システムにおけるセキュリティに対する

制御システム関連の部品である BMS, PCS, EMS等40について JC-STAR制度の★１

の取得を要件とすることとした。 

リチウムイオン蓄電池の安定供給確保のため、サプライチェーンの途絶リスクの高

いセル（日本国外で製造されたセル）を搭載したリチウムイオン蓄電池に対して、セル

製造国の１国当たりの募集上限（kWベースで 30%未満41）を設けることとした。 

本制度の第 1回・第 2回において、多くのリチウムイオン蓄電池の案件が落札した

が、蓄電池の価格が数年後に下がることに期待して、現時点では実現困難なレベルの

 
39 太陽光・風力発電設備を構成する PCSに対しても同じ要件を課す。 
40 BMS：バッテリーマネジメントシステム、 PCS：パワーコンディショナ、EMS：エネ

ルギーマネジメントシステム等の設備・装置であり、外部と直接通信を行わない場合で

も、外部との間接的な通信などを通じて、設備全体に影響を及ぼす可能性のある設備・装

置を含む。 
41 30％を跨ぐ案件は不落札とする。落札後に、審査に合格した場合は導入する蓄電池を変

更することは可能だが、セルの製造国を変更することは不可。 
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金額で応札し、将来、蓄電池の価格が下がらなければ、ペナルティを支払って市場退

出するつもりの案件が横行しているのではないか、との指摘がある。 

このため、蓄電池の応札規律に関しては、応札後の計画断念が頻繁に起きていな

いか、今後も引き続き 確認し、市場退出ペナルティの引き上げや保証金の設定等に

ついて、必要に応じて検討していくこととした。 

 

（参考図 54）IoTセキュリティ適合性評価制度（JC-STAR）の概要 

 

 

（e） 市場退出ペナルティの特例 

本制度では、両支援制度（「価格差に着目した支援制度」と「拠点整備支援制度」）と

本制度を組み合わせて投資判断することができるようにするため、両支援制度の両方

又は片方の制度の適用を受けることを前提に本制度で落札した後、３年以内に両支援

制度の制度の適用を受けることが決まらない等の場合、本制度から市場退出するとき

は、市場退出ペナルティを課さないこととしている。 

第 3回入札の応札案件については、「価格差に着目した支援制度」の申請期限は

2025年 3月 31日まで、「拠点整備支援制度」の申請期限は 2025年 6月 30日までで

あるため、これらの期限までに申請していない案件は、上記の市場退出ペナルティの

特例は適用できないこととした。 

 

また、本制度に参加する発電事業者は、他の事業者とパートナーを組んで、水素・ア

ンモニア・CCSへの投資を行うことも想定されるが、発電事業者が投資判断を行うため

には、パートナー事業者が拠点整備支援制度や CCS支援制度の適用を受けることが

条件となることも想定される。 

このため、発電事業者自身が本制度の落札から 3年以内に拠点整備支援制度や

CCS支援制度の適用を受けることが決まらない等の場合に加えて、パートナー事業者
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が同期限内に拠点整備支援制度や CCS支援制度の適用を受けることが決まらない

等の場合にも、市場退出ペナルティの特例を適用できることとした42。 

 

⑦投資回収の仕組み 

（a） 事業期間中の費用・収入の変動に、セーフティネット的に対応する新たな仕組みの

検討 

本制度では、落札案件の固定費全体に対して常に支援する一方で、他市場収益の

大半（約９割）の還付を求めることとしている。 

こうした仕組みの元で、これまで２回の入札を行い、一定の電源投資が進みつつあ

るが、一方で、発電事業者からは、現行の仕組みの他に、事業者がより創意工夫しな

がら収益の確保を模索できる仕組みを導入してほしい、との意見がある。 

こうしたニーズに対応するため、事業者の創意工夫を活かしつつ、事業期間中の費

用・収入の変動にセーフティネット的に対応する投資回収の仕組みについて、第 4回

入札からの導入を視野に、今後進められていく中長期の取引市場整備等の他制度と

の関係や既存の仕組みとの内容の違い・バランス等に留意しつつ、検討することとし

た。 

 

（参考図 55）新たな入札方式のイメージ（案） 

 

 

 

  

 
42 国内でブルー水素を製造する案件のパートナー事業者が、CCS支援制度の適用を受け

ようとする場合も同様とする。 
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次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会制度検討作業部会 

直近の開催状況 

 

開催回数 開催日時 議題 

第 98回 令和 6年 12月 24日 （１）需給調整市場について 

（２）予備電源について 

（３）ベースロード市場について 

（４）非化石価値取引について 

第 99回 令和 7年 2月 5日 （１）容量市場について 

（２）予備電源について 

第 100回 令和 7年 2月 26日 （１）非化石価値取引について 

（２）長期脱炭素電源オークションについて 

（３）容量市場について 

（４）予備電源について 

（５）ベースロード市場について 

第 101回 令和 7年 4月 1日 （１）非化石価値取引について 

（２）間接送電権について 

（３）ベースロード市場について 

（４）容量市場について 

（５）予備電源について 

第 102回 令和 7年 4月 23日 （１）容量市場について 

（２）長期脱炭素電源オークションについて 

（３）非化石価値取引市場について 

第 103回 令和 7年 5月 28日 （１）長期脱炭素電源オークションについて 

（２）需給調整市場について 

（３）予備電源制度について 

第 104回 令和 7年 6月 23日 （１）長期脱炭素電源オークションについて 

第 105回 令和 7年 6月 25日 （１）需給調整市場について 

（２）容量市場について 

※網掛け回は第 22次中間とりまとめに関する議論を実施 
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次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会制度検討作業部会委員名簿 

 

※五十音順、敬称略 ◎は座長、〇は座長代理 

（令和 7年 6月現在） 

○秋元 圭吾  公益財団法人地球環境産業技術研究機構 

システム研究Ｇグループリーダー 

安藤 至大  日本大学経済学部 教授 

◎大橋 弘  東京大学大学院経済学研究科 教授 

男澤 江利子 有限責任監査法人トーマツ 公認会計士 

河辺 賢一  東京工業大学 工学院 准教授 

小宮山 涼一 東京大学大学院工学系研究科 教授 

曽我 美紀子  西村あさひ法律事務所・外国法共同事業 

パートナー 弁護士 

武田 邦宣  大阪大学大学院法学研究科 教授 

辻 隆男  横浜国立大学大学院工学研究院 

知的構造の創生部門 教授 

又吉 由香  SMBC日興証券株式会社  

産業・サステナビリティ戦略部 

マネジング・ディレクター 

松村 敏弘  東京大学社会科学研究所 教授 
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次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会制度検討作業部会  

オブザーバー名簿 

 

※五十音順、敬称略（令和 7年 6月現在） 

 

今井 敬  電力広域的運営推進機関 企画部長 

加藤 英彰  電源開発株式会社 常務執行役員  

國松 亮一  一般社団法人日本卸電力取引所 企画業務部長 

小林 総一  出光興産株式会社 常務執行役員  

齊藤 公治  関西電力株式会社 執行役員  

エネルギー・環境企画室長 

斎藤 祐樹  株式会社エネット 取締役 需給本部長 

佐々木 邦昭 イーレックス株式会社 小売統括部長 

佐藤 英樹  東北電力ネットワーク株式会社 

   電力システム部 技術担当部長 

新川 達也  電力・ガス取引監視等委員会事務局長 

中谷 竜二  中部電力株式会社 執行役員 

経営戦略本部 部長 

渡邊 崇範  東京ガス株式会社 

エネルギートレーディングカンパニー 

電力事業部長企画部長 

 

（関係省庁） 

環境省 

 

 

 

 

 

 


